(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:高齢者相互支援推進・啓発事業費補助金（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　いきがい支援担当　電話番号：058-272-1111（内2595）

　　　　　　　　　　　E-mail：ｃ11215@pref.gifu.lg.jp  
	事業費


　要求額：1,029千円　（前年度予算額：1,029千円）

	要求内容

	

	１　要求の内容


　①事業目的

　　老人クラブによるこれまでの「友愛活動」の実績を活かしながら、県老人クラブ連

合会により、「高齢者相互支援活動（介護や家事等の援助活動）」を実施し、高齢者自ら

の長寿社会における役割の発揮を促進し、「活力あふれる豊かな長寿社会」の実現を目指す。

②事業内容

県老人クラブ連合会の指定した市町村老人クラブ連合会において、元気な老人クラブ会員がひとり暮らしや寝たきりの高齢者の介護や家事援助、対話等を行うために必要な援助技術の習得を目的とした研修を行う。また地域包括支援センターを中心とした地域のネットワークと連携のうえ、地域の要援護高齢者の家庭を訪問して実践活動を行う。
	２　所要経費


　　補助金　1,029 → 1,029千円 
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

３　高齢者が生涯現役で活躍できる地域をつくる

○地域づくり活動などへの高齢者の参加を促進する

	２　これまでの取組状況


・支援活動実践会員（友愛リーダー）の選任、訪問活動の啓発
　　　毎年、県内５ブロックから希望した各１老連を指定し、１老連あたり20人の友愛
リーダーを選任した。友愛リーダーは訪問活動の中心となり、会員等に対し啓発を
行った。
・高齢者相互支援活動研修会等の開催
　　支援活動のための基礎知識を得るため、施設において研修会を開催した。また、
支援活動のスキルアップ及び啓発のため、地域における公開講座を開催した。

・支援活動の実施

　　　地域の要援護高齢者の家庭を訪問してその実践活動を行った。実践活動の前後に、
地域包括支援センターを中心としたネットワークとの協議の場を設け、連携を取り
ながら活動を行った。

・成果の報告と地域のネットワークへの情報提供

　　　老人クラブのリーダーが集まる場で活動報告を行った。また、地域包括支援セン
ターを中心とした地域のネットワークに情報提供を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


・平成4年度の創設から平成22年度までに延べ55の市町村が指定を受け、約1,100

人の友愛リーダーが養成された。これにより、老人クラブによる友愛訪問活動の普及・啓発が促進され、地域福祉の向上が図られた。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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負担金
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